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第一部【企業情報】
第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回　　次

第78期

第1四半期

連結累計期間

第79期

第1四半期

連結累計期間

第78期

会計期間
自 平成24年 1月 1日

至 平成24年 3月31日

自 平成25年 1月 1日

至 平成25年 3月31日

自 平成24年 1月 1日

至 平成24年12月31日

売上高 (千円) 5,141,892 5,041,048 20,963,408

経常利益 (千円) 394,112 405,571 1,715,298

四半期(当期)純利益 (千円) 230,494 244,669 971,172

四半期包括利益又は

包括利益
(千円) 513,655 970,562 1,844,580

純資産額 (千円) 22,661,780 24,707,013 23,992,617

総資産額 (千円) 29,441,657 32,789,741 31,129,888

１株当たり四半期(当期)

純利益金額
(円) 9.90 10.51 41.73

潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益金額
(円) － － －

自己資本比率 （％） 76.9 75.3 77.0

 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後1株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第1四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあり

ません。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２【事業の状況】

 

1【事業等のリスク】

　当第1四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判

断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」につい

ての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

2【経営上の重要な契約等】

当第1四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

3【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グル－プが判断したものであります。

 

（1）経営成績の分析

当第1四半期連結累計期間におけるわが国経済は、昨年末の政権交代後の経済対策・金融政策による円高是正や株高の動き

が鮮明となり、景気回復への期待感が高まる一方、欧州債務問題や新興国経済の減速懸念は依然として払拭されず、先行きは不

透明な情勢で推移しました。

このような状況の中にあって当社グループは、中期経営計画「ACTION 2014」に基づく諸施策の実施に取り組み、更なる経営

の効率化と中核事業の競争力強化に注力しております。

当第1四半期連結累計期間の売上高は、昨年実施した製品価格の値下げの影響により50億4千1百万円(前年同期比2.0％減)と

なりました。収益面では、副産品価格が堅調に推移したことなどにより、営業利益は3億9千8百万円(前年同期比4.4％増)、経常

利益は4億5百万円(前年同期比2.9％増)、四半期純利益は2億4千4百万円(前年同期比6.1％増)となりました。

　単一セグメント内の区分別の状況は次のとおりです。

（食料品）

　①製粉については、フランスパン専用小麦粉等を中心に主力製品の出荷数量は増加しましたが、昨年実施した製品価格の値

下げの影響等により、売上高は26億3千5百万円(前年同期比3.4％減)となりました。

　②食品については、販売競争の激化などにより出荷数量が減少し、売上高は15億5千1百万円(前年同期比2.6％減)となりまし

た。

　③精麦については、原料価格の下落に対応した製品価格の値下げの影響はありましたが、精麦製品の出荷数量が増加したこ

とにより、売上高は8億1千1百万円(前年同期比7.1％増)となりました。

（飼料）

　飼料については、販売戦略の見直しにより販売数量が減少し、売上高は2千4百万円(前年同期比45.3％減)となりました。

（その他）

　その他については、売上高は1千6百万円(前年同期比4.0％減)となりました。

 

（2）財政状態の分析

当第1四半期連結会計期間末の総資産は327億8千9百万円となり、前連結会計年度末比16億5千9百万円増加しました。この主

な要因は、投資有価証券、原材料及び貯蔵品が増加したことなどによるものです。

また、負債合計は80億8千2百万円となり、前連結会計年度末比9億4千5百万円増加しました。この主な要因は、支払手形及び買

掛金が増加したことなどによるものです。

純資産合計は247億7百万円となり、前連結会計年度末比7億1千4百万円増加しました。この主な要因は、その他有価証券評価

差額金が増加したことなどによるものです。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第1四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法施行規則

第118条第3号に掲げる事項）は次のとおりであります。

①基本方針

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業価値の源泉を十分に理

解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である

必要があると考えています。当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意
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思に基づいて行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量買付であっても、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすも

の、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付の内容等について検

討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示

した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値ひいては株主

共同の利益に資さないものも少なくありません。

特に、当社が、製品、技術及びサービス面において競合会社との差別化を実現するためには、当社グループにおいて、（ⅰ）オ

リジナルでクリエイティブな商品の開発力の強化、（ⅱ）高度で幅広い技術、知識、ノウハウ等を有する人材の育成と基礎研

究等の充実、（ⅲ）独自の安定した品質の商品を供給できる製造体制及び研究体制の確立、及び（ⅳ）単なる商品販売に止ま

らないお取引先や消費者等への奉仕を目的とする販売体制の実現などを達成することが必要不可欠です。当社株式の大量買

付を行う者が、当社の財務及び事業の内容を理解するのは勿論のこと、こうした当社の企業価値の源泉を理解した上で、これ

らを中長期的に確保し、向上させることができなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになりま

す。 また、外部者である買収者からの大量買付の提案を受けた際に、株主の皆様が最善の選択を行うためには、当社の企業価

値を構成する有形無形の要素を適切に把握するとともに、買収者の属性、大量買付の目的、買収者の当社の事業や経営につい

ての意向、既存株主との利益相反を回避する方法、従業員その他のステークホルダーに対する対応方針等の買収者の情報も把

握した上で、大量買付が当社の企業価値や株主共同の利益に及ぼす影響を判断する必要があり、かかる情報が明らかにされな

いまま大量買付が強行される場合には、当社の企業価値ひいては株主共同の利益が毀損される可能性があります。

当社は、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の方針の

決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることによ

り、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

 

②基本方針実現のための取組み

1）基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上を図るため、平成24年2月13日開催の取締役会において、2012

年度からの3ヵ年の中期経営計画「ACTION 2014」を策定し、同日発表いたしました。当社は、中期経営計画において、その基本

戦略概要として次の6項目を掲げています。

（ⅰ）既存中核事業である製粉事業・プレミックス事業・加工食品事業・精麦事業を中軸として、これらを取巻く商品群を

機能的に結びつけた総合的な提案営業戦略を推進して、競争力の強化と事業規模の拡大に取り組みます。

（ⅱ）独創的な商品開発を推進し、商品群の充実と商品力の強化に取り組みます。

（ⅲ）より一層の食の安心・安全を確保するため、品質保証体制の更なる充実に取り組みます。

（ⅳ）アライアンスやM&A を積極的に活用し、事業分野の拡大と事業の多角化を図るとともに自由化への対応に取り組みま

す。

（ⅴ）製造拠点や販売拠点の再構築、研究開発体制の充実に取り組みます。

（ⅵ）組織の再編、人材育成の強化、人事制度の改革と充実に取り組みます。

当社は、中期経営計画に定められたこれらの基本戦略に沿った諸施策を実施することこそが、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益の維持・向上に資するものと考えております。

また、コーポレート・ガバナンスの強化の取組みとして、経営陣の株主の皆様に対する責任の所在を明確化するため、当社の

取締役の任期は1年となっております。また、独立性を有する社外取締役を1名選任しております。さらに、監査役4名のうち、2

名は独立性を有する社外監査役です。これら社外取締役と社外監査役が取締役会等重要な会議に常時出席し、取締役の業務執

行を十分に監視できる体制となっております。

 

2)基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組み

当社は、平成24年2月13日開催の取締役会において、平成21年3月27日開催の第74期定時株主総会の承認を得て導入した「当

社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」について、内容を一部改定した上、更新すること（以下「本更新」と

いい、本更新後のプランを「本プラン」といいます。）とし、平成24年3月29日開催の第77期定時株主総会において、本更新及

び本プランに記載した条件に従った新株予約権の無償割当てに関する事項を決定する権限の当社取締役会に対する委任につ

いて承認を得ております。

本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として、上記①に記載した基本方針に

沿って更新されました。

当社取締役会は、基本方針に定めるとおり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない当社株券等の大量買付を行

う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えています。本プランは、こうした不適切な

者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値・株主共同の利益に反する大量買
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付を抑止するとともに、大量買付が行われる際に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、あるいは株主の皆様が

かかる大量買付に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保すること、株主の皆様のために交渉を行うこ

と等を可能とすることを目的としております。

本プランは、当社株券等の20%以上を買収しようとする者が現れた際に、買収者に事前の情報提供を求める等、上記の目的を

実現するために必要な手続を定めております。

買収者は、本プランに係る手続に従い、当社取締役会において本プランを発動しない旨が決定された場合に、当該決定時以降

に限り当社株券等の大量買付を行うことができるものとされています。

買収者が本プランに定められた手続に従わない場合や当社株券等の大量買付が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

毀損するおそれがある場合等で、本プラン所定の発動要件を満たす場合には、当社は、買収者等による権利行使は原則として

認められないとの行使条件及び当社が買収者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得できる旨の取得条項が付

された新株予約権に係る新株予約権無償割当てその他の法令及び当社定款の下でとりうる手段を実施します。本プランに

従って新株予約権の無償割当てがなされ、その行使又は当社による取得に伴って買収者以外の株主の皆様に当社株式が交付

された場合には、買収者の有する当社の議決権割合は、約50%まで希釈化される可能性があります。

当社は、本プランに従った新株予約権の無償割当ての実施、不実施又は取得等の判断については、取締役の恣意的判断を排す

るため、当社経営陣から独立した当社社外取締役等のみから構成される独立委員会を設置し、その客観的な判断を経るものと

しております。また、当社取締役会は、これに加えて、本プラン所定の場合には、株主総会を招集し、新株予約権の無償割当て等

の実施に関する株主の皆様の意思を確認することがあります。

こうした手続の過程については、適宜株主の皆様に対して情報開示がなされ、その透明性を確保することとしております。

本プランの有効期間は、平成24年3月29日開催の第77期定時株主総会終結後3年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時までです。

但し、有効期間の満了前であっても、当社の株主総会又は当社取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場

合には、本プランは当該決議に従い廃止されます。

また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本プランに関する法令、金融商品取引所の規程等の新設又は改廃

が行われ、かかる新設又は改廃を反映するのが適切である場合、誤字脱字等の理由により字句の修正を行うのが適切である場

合、又は当社株主に不利益を与えない場合等、株主総会の決議による委任の趣旨に反しない場合には、独立委員会の承認を得

た上で、本プランを修正し、又は変更することがあります。

当社は、本プランが廃止、修正又は変更された場合には、当該廃止、修正又は変更の事実及び（修正・変更の場合には）修正

・変更の内容その他の事項について、必要に応じて情報開示を速やかに行います。

 

③具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその判断に係る理由

本プランは、前記②2）に記載のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって更新されたものであ

り、基本方針に沿うものです。

また、本プランは以下に掲げる理由により、その公正性・客観性・合理性が担保されており、企業価値ひいては株主共同の利

益を損なうものではなく、かつ、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

1）企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上

本プランは、基本方針に基づき、当社株券等に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が

判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者等と交

渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保することを目的として更新された

ものです。

2）買収防衛策に関する指針等の要件の充足

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年5月27日に発表した企業価値ひいては株主共同の利益の確保又は向上のため

の買収防衛策に関する指針の定める三原則（（ⅰ）企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の原則、（ⅱ）事前開示

・株主意思の原則、（ⅲ）必要性・相当性の原則）を全て充足しています。

3）株主意思の重視

本プランは、平成24年3月29日開催の第77期定時株主総会において、株主の皆様のご承認を頂き更新されました。

また、当社取締役会は、一定の場合に、本プランの発動の是非について、株主意思確認総会において株主の皆様の意思を確認

することとされています。

さらに、本プランには、有効期間を約3年間とするいわゆるサンセット条項が付されており、かつ、その有効期間の満了前で

あっても、当社株主総会又は当社取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランは当該決議に

従い廃止されることになります。その意味で、本プランの消長には、株主の皆様のご意向が反映されることとなっております。

4）独立性を有する社外取締役等の判断の重視及び第三者専門家等の意見の取得

本プランの発動に際しては、独立性を有する社外取締役等のみから構成される独立委員会による勧告を必ず経ることとされ

ています。
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また、独立委員会は、当社の費用で、専門家等の助言を受けることができるものとされており、独立委員会による判断の公正

さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっております。

5）合理的な客観的要件の設定

本プランは、合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発

動を防止するための仕組みを確保しております。

6）デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと

本プランは、当社株券等を大量に買い付けた者の指名に基づき当社株主総会において選任された取締役で構成される取締役

会により廃止することが可能であるため、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動

を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社においては取締役の期差任期制は採用されていないため、本プラン

は、スローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を

要する買収防衛策）でもありません。

 

（4）研究開発活動

　当第1四半期連結累計期間における研究開発費の総額は5千7百万円であります。なお、当第1四半期連結累計期間において、当

社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（注）以上　「第２　事業の状況」に記載している金額には、消費税等は含まれておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第1四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成25年3月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年5月9日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 26,036,374 26,036,374
東京証券取引所市場第一部

福岡証券取引所

権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式であ
り、単元株式数は100株
であります。

計 26,036,374 26,036,374 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

 
年月日

 

発行済株式総数
増減数（千株）

発行済株式総数
残高（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高 
（千円）

資本準備金増
減額 （千円）

資本準備金残高 
（千円）

平成25年1月1日
～平成25年3月
31日

　　　　　　－ 　　　　26,036　　　　　　－ 　　 2,805,266　　　　　　－ 　　　 701,755

 

(6)【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第1四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7)【議決権の状況】

　当第1四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成24年12月31日現在の株主名簿に基づいて記載しております。

 

①【発行済株式】

      平成25年3月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　2,760,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 23,255,300 232,553 －

単元未満株式 普通株式　　　 20,174 －
　100株（1単元）未満の

　株式であります

発行済株式総数 　　　　　 26,036,374 － －

総株主の議決権 － 232,553 －

（注）1．「完全議決権株式（自己株式等）」は、自己保有株式2,760,900株です。

　　　2. 「完全議決権株式（その他）」の中には、株式会社証券保管振替機構（失念株管理口）名義の株式が2,000株

（議決権20個）含まれております。

　　　3．「単元未満株式」の中には、自己保有株式96株が含まれております。

  

②【自己株式等】

        平成25年3月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

　鳥越製粉株式会社

福岡県うきは市

吉井町276番地の1
2,760,900 －  2,760,900 10.6

計 － 2,760,900 －  2,760,900 10.6

（注）平成24年12月31日現在、当社が実質的に所有している自己保有株式数は2,760,996株であります。

　　　 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１. 四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２. 監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第1四半期連結会計期間（平成25年1月1日から平成25年

3月31日まで）及び第1四半期連結累計期間（平成25年1月1日から平成25年3月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
（平成24年12月31日）

当第1四半期連結会計期間
（平成25年 3月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,553,737 6,894,581

受取手形及び売掛金 3,207,419 3,026,272

有価証券 4,777,498 4,772,500

商品及び製品 875,929 883,812

原材料及び貯蔵品 2,124,308 2,659,463

その他 188,129 132,175

貸倒引当金 △9,395 △10,025

流動資産合計 17,717,627 18,358,780

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,630,329 1,607,086

機械装置及び運搬具（純額） 955,066 935,985

土地 5,433,875 5,411,275

その他（純額） 205,660 197,612

有形固定資産合計 8,224,931 8,151,960

無形固定資産

無形固定資産合計 157,417 137,397

投資その他の資産

投資有価証券 4,910,529 6,034,507

その他 240,998 228,700

貸倒引当金 △121,615 △121,605

投資その他の資産合計 5,029,911 6,141,603

固定資産合計 13,412,261 14,430,961

資産合計 31,129,888 32,789,741

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 809,466 1,733,443

短期借入金 1,387,000 1,384,500

未払法人税等 377,845 124,555

賞与引当金 － 74,193

役員賞与引当金 33,710 7,500

その他 814,930 777,101

流動負債合計 3,422,952 4,101,293

固定負債

長期借入金 1,674,000 1,564,000

退職給付引当金 35,340 35,694

その他 2,004,977 2,381,739

固定負債合計 3,714,318 3,981,434

負債合計 7,137,271 8,082,728
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（単位：千円）

前連結会計年度
（平成24年12月31日）

当第1四半期連結会計期間
（平成25年 3月31日）

純資産の部

株主資本

資本金 2,805,266 2,805,266

資本剰余金 2,811,070 2,811,070

利益剰余金 18,313,787 18,302,427

自己株式 △2,123,498 △2,123,636

株主資本合計 21,806,626 21,795,127

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,156,012 2,882,269

その他の包括利益累計額合計 2,156,012 2,882,269

少数株主持分 29,978 29,615

純資産合計 23,992,617 24,707,013

負債純資産合計 31,129,888 32,789,741
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第1四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第1四半期連結累計期間
(自　平成24年 1月 1日
至　平成24年 3月 31日)

当第1四半期連結累計期間
(自　平成25年 1月 1日
至　平成25年 3月 31日)

売上高 5,141,892 5,041,048

売上原価 3,990,181 3,882,266

売上総利益 1,151,710 1,158,782

販売費及び一般管理費 770,529 760,731

営業利益 381,180 398,051

営業外収益

受取利息 1,505 1,672

受取配当金 66 79

固定資産賃貸料 9,580 4,775

その他 12,701 9,407

営業外収益合計 23,852 15,933

営業外費用

支払利息 10,271 7,217

その他 649 1,195

営業外費用合計 10,920 8,413

経常利益 394,112 405,571

特別利益

国庫補助金 2,571 2,571

特別利益合計 2,571 2,571

特別損失

固定資産除却損 280 291

特別損失合計 280 291

税金等調整前四半期純利益 396,403 407,851

法人税、住民税及び事業税 108,413 114,364

法人税等調整額 57,011 49,181

法人税等合計 165,424 163,545

少数株主損益調整前四半期純利益 230,979 244,305

少数株主利益又は少数株主損失（△） 484 △363

四半期純利益 230,494 244,669
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【四半期連結包括利益計算書】
【第1四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第1四半期連結累計期間
(自　平成24年 1月 1日
至　平成24年 3月 31日)

当第1四半期連結累計期間
(自　平成25年 1月 1日
至　平成25年 3月 31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 230,979 244,305

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 282,676 726,257

その他の包括利益合計 282,676 726,257

四半期包括利益 513,655 970,562

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 513,170 970,926

少数株主に係る四半期包括利益 484 △363
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　該当事項はありません。

 

【会計方針の変更等】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第1四半期連結会計期間より、平成25年1月1日以後に取得した有形固定資

産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　この変更による、損益に与える影響は軽微であります。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。

 
【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

手形割引高

 

 

前連結会計年度

(平成24年12月31日)

当第1四半期連結会計期間

(平成25年 3月31日)

  7,399千円 6,768千円

 
 
（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第1四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第1四半期連結累計期

間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとおりであります。

 

 

前第1四半期連結累計期間

(自　平成24年 1月 1日

至　平成24年 3月31日)

当第1四半期連結累計期間

(自　平成25年 1月 1日

至　平成25年 3月31日)

 減価償却費 131,824千円 118,371千円

 のれんの償却額 6,548 6,548 
 
 
（株主資本等関係）

前第1四半期連結累計期間（自　平成24年1月1日　至　平成24年3月31日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年3月29

日開催

第77期定時

株主総会

普通株式 302,581 13
平成23年

12月31日

平成24年

3月30日
利益剰余金

 

当第1四半期連結累計期間（自　平成25年1月1日　至　平成25年3月31日）

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年3月28

日開催

第78期定時

株主総会

普通株式 256,029 11
平成24年

12月31日

平成25年

3月29日
利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは単一セグメントのため、記載を省略しております。

 

（1株当たり情報）

　1株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は次のとおりであります。なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額

については、潜在株式がないため記載しておりません。

  前第1四半期連結累計期間

（自　平成24年 1月 1日

至　平成24年 3月31日）

当第1四半期連結累計期間

（自　平成25年 1月 1日

至　平成25年 3月31日）

1株当たり四半期純利益金額  9円90銭 10円51銭

(算定上の基礎)    

四半期純利益 （千円） 230,494 244,669

普通株主に帰属しない金額 （千円） － －

普通株式に係る四半期純利益 （千円） 230,494 244,669

期中平均株式数 （株） 23,275,516 23,275,231

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成２５年５月７日

鳥越製粉株式会社

　取締役会　御中

 
有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員

 
公認会計士 青　　　野　　　弘  

 
指定有限責任社員

業務執行社員

 
公認会計士 増　 村　　正　 之

 

       
 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている鳥越製粉

株式会社の平成２５年１月１日から平成２５年１２月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成

２５年１月１日から平成２５年３月３１日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２５年１月１日から平成２５

年３月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連

結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準

に準拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥

当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、鳥越製粉株式会社及び連結子会社の平成２５年３月３１日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（※）1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。

　　　2.四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

鳥越製粉株式会社(E00351)

四半期報告書

16/16


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	1事業等のリスク
	2経営上の重要な契約等
	3財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第1四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第1四半期連結累計期間
	連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更
	会計方針の変更等
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

